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（注）○は、平成26年２月調査の判断。※は、平成24年11月調査の判断。

ａ：着実に回復している
ｂ：回復している
ｃ：緩やかに回復している
ｄ：緩やかに回復しつつある
ｅ：回復の動きがさらに緩やかになっている
ｆ：持ち直している
ｇ：持ち直しの動きがみられる
ｈ：下げ止まっている
ｉ：下げ止まりつつある
ｊ：弱含んでいる
ｋ：弱い動きとなっている
ｌ：弱まっている
ｍ：悪化しつつある

平成24年11月の景況判断

平成26年２月の景況判断

・回復の動きがさらに緩やかになっている － 沖縄 
・弱含んでいる － 北海道、東北、北陸、近畿、中国、四国 
・弱い動きとなっている － 南関東、九州 
・弱まっている － 北関東 
・悪化しつつある － 東海 

・着実に回復している － 沖縄 
・回復している － 東北、東海 
・緩やかに回復している － 北陸 
・緩やかに回復しつつある － 北関東、南関東、中国、四国、九州 
・持ち直している － 北海道、近畿 

各地域の景況判断（レーダーチャート）

（注）上図において、目盛の差は経済活動の水準の差を表すものではない。
（備考）地域経済動向（内閣府）平成24年11月及び平成26年２月より作成。
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平成26年２月調査

平成24年11月調査

（参考）平成26年２月調査と平成24年11月調査との比較



33
―
　
　
―

リ
ス
ク
・
オ
ン
経
済

日米欧の名目GDPの世界に占める割合
1997年 2012年

生産性と賃金
（注）National Accounts Main Aggregates Databaseより作成

日本

欧州

米国

27.8%

31.7%

14.0%

日本

米国

欧州

シェアに対して

シェアに対して8.2%

41.2%down

27.7%

19.6%down

22.3%
12.5%down
シェアに対して

名目GDP、賃金と物価・生産性の関係（国際比較）

※平成25年９月24日開催経済の好循環実現検討専門チーム（第１回会合）山田久日本総合研究所調査部長提出資料をOECD “Economic Outlook95”  のデータで更新。
（備考）【日本（80年～96年）】については、OECD“Economic Outlook”、厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成。名目賃金は、30人以上の事務所、一般・パート計。
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2012年度（イメージ）

高齢者（65歳以上）向け
（約3,100万人）

（数字は一人当たり年額）

年金

医療

介護

その他の社会保障給付

合計
238万円

150万円

62万円

27万円

高齢者の
保険料負担
13万円

これ以外に患者負
担・利用者負担
11万円

（64歳以下の医療、64歳以下の年金、
生活保護、児童向け給付など）

※保険料負担には
　事業主負担分も含む。
※国民年金保険料
　約18万円、介護保険料
 （２号）約5万円

その他
（49万円）

支え手（20歳～64歳）      （約7,400万人）

高齢者向け
（94万円）

児童向け（6万円）

保険料・
公費負担
142万円

給付

負担
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社会保障給付費・非社会保障給付費（対GDP比）の国際比較（2009年）
日本 スウェーデン アメリカ

（高齢化率 22.7％） （高齢化率 17.9％） （高齢化率 12.9％）

現役施策（医療・その他）
5.0%

現役施策（医療・その他）
10.2%

現役施策（医療・その他）
7.9%

家族政策, 3.8%

家族政策, 0.7%

高齢者施策
（年金・医療・介護）, 16.3%

高齢者施策
（年金・医療・介護）, 15.7%

高齢者施策
（年金・医療・介護）, 10.4%

人件費, 6.5%

公共投資, 3.4%

その他（利払費含む）, 10.8%

社
会
保
障
給
付
費

非
社
会
保
障
給
付
費

GDP比 22.2％

GDP比 29.8％

GDP比

人件費, 15.2%

公共投資, 3.5%

その他（利払費含む）, 17.0%

19.2％

GDP比 35.7％

, 
, 

家族政策, 0.9%

人件費, 11.1%

公共投資, 2.6%

その他（利払費含む）, 13.9%

27.6％

, 

GDP比

GDP比 20.8％

（備考）
○　社会保障給付費
１．OECD Social Expenditureより作成 
２．医療費の高齢者・現役の内訳については、日本は「国民医療費の概況」に基づく

平成21年度の実績値、スウェーデン・アメリカの医療は、高齢者とそれ以外の１
人当たりの医療費を４：１と仮定して按分

○　非社会保障給付費
１．OECD national Accountsより作成
２．社会保障関係の施設や人件費などの給付以外の支出は「非社会保障給付」に含まれる




